
ペルー共和国

アフターケア調査団報告書

平成１１年１１月

国 際 協 力 事 業 団

日本・ペルー地震防災センター

社 会 開 発 協 力 部

No.

社 協 二

Ｊ　Ｒ

99－030



序　　文序　　文序　　文序　　文序　　文

　国際協力事業団は、ペルー共和国政府が国立工科大学内に建設した地震防災センターにおいて、

1 9 8 6 年６月から５年間、プロジェクト方式技術協力「日本・ペルー地震防災センター

（CISMID）」計画を実施した。同プロジェクトは当初協力の終了後、さらに２年間の協力延長を取

り決めたが、その直後の1991年７月に突発した極左ゲリラによるテロ事件により、専門家不在と

いう厳しい条件下で、1993年６月まで技術協力が実施された。

　CISMIDはその後、自助努力により各種研究、第三国研修等の活動を展開してきた。しかし、プ

ロジェクト終了から６年を経て、最新の防災研究ニーズに応える技術の応用、供与機材の修理・

更新・部品供与等の必要がでてきたことから、ペルー政府は我が国に、上記分野に対するアフター

ケア協力を要請してきた。

　これを受けて国際協力事業団は、1999年９月30日から10月９日まで、建設省建築研究所基準認

証研究センター国際基準研究官 上之薗隆志氏を団長とするアフターケア調査団を派遣し、ペルー

側と調査・協議を行った。この結果、耐震構造、都市防災、土質工学の３分野について、2000年

（平成12年）４月から１年間、アフターケア協力を実施することになった。

　本報告書は、同調査団の調査・協議結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクト展開

に広く活用されることを願うものである。

　ここに、調査にご協力頂いた外務省、建設省、在ペルー日本大使館など、内外関係各機関の方々

に深謝するとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第である。
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１．アフターケア調査団の派遣１．アフターケア調査団の派遣１．アフターケア調査団の派遣１．アフターケア調査団の派遣１．アフターケア調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

(1) 派遣の経緯

　国際協力事業団は、ペルー共和国政府が国立工科大学内に建設した地震防災センターにおい

て、1986年６月より1991年６月までの５年間にわたり、耐震構造、都市防災、土質工学及び応

用地震学の分野における技術開発、研修及び普及事業に対する協力を実施した。しかし、プロ

ジェクト方式技術協力期間中に発生したペルー国の経済危機を原因とする構造実験棟建設の遅

延、人員配置の不足、並びに耐震構造分野における長期専門家派遣の遅れなどに伴い、各分野

での技術移転に遅れが見られたため、終了後も引き続き２年間（1991年６月～1993年６月）の

協力延長を取り決めたが、1991年７月に発生したワラルのテロ事件後、専門家不在という厳し

い状況下で技術協力が続けられた。

　同センターは、その後の自助努力により各種振動実験、地盤条件分類マップの作成と市街地

開発ガイドライン策定のための調査研究、分野別定例セミナーやシンポジウム、第三国研修等

の活動を行ってきたが、プロジェクト終了後約６年が経過し、近年の防災研究ニーズに応える

ための技術の応用、また、供与機材に対しては修理、更新及び部品供与等の必要性が生じてき

ている。

　以上の経緯から、1999年８月10日ペルー国より我が国に対し、上記の分野に対するアフター

ケア協力の正式要請書が提出された。

(2) 派遣の目的

　プロジェクト方式技術協力終了後のセンターの活動状況及びペルー国の地震防災の現状を調

査し、今後とも同協力によって得られた技術がより有効に活用されるため、アフターケアで補

完する必要のあるものについて、その具体的協力内容、協力技術レベル、協力期間等を調査す

る。

１－２　調査団の構成

担 当 分 野 氏　　名 所　　　　属

総括/耐震構造 上之薗隆志 建設省建築研究所基準認証研究センター国際基準研究官

都市防災/土質工学 五條　渉 建設省建築研究所基準認証研究センター性能基準研究室長

協力企画 児玉　郁子
国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第二課

ジュニア専門員
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１－３　調査日程

１－４　主要面談者

(1) ペルー側

１）ペルー首相府国際技術協力局（SECTI）

　Ing. Magdalena Fajardo de Savarin 首相府　国際技術協力局長

　Maria Teresa Martinez Alvites 協力担当官

　鹿野　正雄 開発計画専門家

２）国立工科大学（UNI）

　Ing. Luis Gonzales Cacho 学長

３）日本・ペルー地震防災センター（CISMID）

　Dr. Carlos Alberto Zavala Toledo 所長

　Dr. Javier Arrieta Freyre 研修担当副所長

　Ing. Rafael Torres Cabrejos 顧問役

日順 月　　日 曜日 行　　程 調査内容

１ 09月30日 木 成田発→ダラス→リマ着 （移動）

２ 10月01日 金 リマ 日本大使館表敬、JICA事務所打合せ

首相府国際技術協力局、

国立工科大学表敬

３ 2日 土 リマ 団内打合せ

４ 3日 日 リマ 資料整理

５ 4日 月 リマ CISMID施設視察

アフターケア調査

６ 5日 火 リマ CISMID協議

７ 6日 水 リマ CISMID協議

ミニッツ案協議、作成

８ 7日 木 リマ ミニッツ署名・交換

大使館報告、JICA事務所報告

９ 8日 金(祝) リマ発→ダラス （移動）

10 9 日 土 →成田着 （帰国）
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　Dr. Javier Pique del Pozo 顧問役

　Dr. Jorge Olarte Narorro 研究担当副所長

　Dr. Zenón Aguilar Bardales 土質工学研究室長

　Ing. Francisco Rios Vara 都市防災計画研究室長

　Arq. José Sato Onuma 地震工学研究室長

　Ing. Jorge Gallardo Tapio 構造実験室長

　Ing. Victor Rojas Yapanqui コンピューター室長

(2) 日本側

１）在ペルー日本大使館

　鈴木　利幸 一等書記官

　下野　浩史 一等書記官

　松田　和男 二等書記官

２）JICAペルー事務所

　内田　智允 所長

　村田　俊一 所員

　添田　ロドルフォ 所員
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２．要約２．要約２．要約２．要約２．要約

　本アフターケア調査団は1999年９月30日から10月８日までペルー国に滞在し、日本・ペルー地

震防災センター（CISMID）に係るアフターケア協力について、ペルー側関係機関などと調査・協

議を行った。調査結果の概要は以下のとおりである。

(1) CISMIDの現状

　日本・ペルー地震防災センタープロジェクト終了後、CISMIDはペルー国の厳しい経済状態

の中で、各部門における研究を確実に実施するとともに、第三国研修等のセミナーや国立工科

大学（UNI）の学生に対する講議実習などを精力的に行ってきた。さらにCISMIDの研究者

は、建築に関する基準を策定する委員会などにも参加して、研究活動の成果をペルー国の地震

防災のために確実に役立ててきている。最近は、国内の公的機関や民間企業からの受託研究を

行うとともに、受託費の一部をセンターの運営費や研究費に割り当て、独自の研究も積極的に

行っている。これらの受託研究は年々増加しており、CISMIDがペルー国で地震防災に関する

研究機関として認められてきていることを示している。

　また、1999年７月にCISMID所長が交代し、新体制で運営を行うことになった。新体制では

所長経験者による諮問委員会とリーダー的研究者による学術研究委員会が新たに設置された

が、これらの委員会は、CISMID独自の研究、受託研究、機材の保守・更新、セミナー等を

CISMID全体で効率的に行うことを目標としており、CISMIDの研究意欲を感じるとともに、

更なる発展に結びつくものと考えられる。

(2) 供与機材の維持管理状況

　研究のために供与された重要な機材の多くは日本製である。保守はCISMIDの少ない予算で

はなかなか難しく、外部からの受託研究費の一部を機材の保守や更新に回して、研究活動に必

要な機能をどうにか維持している。しかしながら、研究機材の多くは供与してから10年以上

たっており、重要機材の機能を保持していくことは困難になってきている。機能的にも現在の

研究レベルに対して不十分になっているのが現状である。

　故障や破損している主要な供与機材を以下に示す。

１）耐震構造

①アクチュエータ２台（４台中）、コントローラー１台（４台中）

②50トン引張・圧縮試験装置及び300トン圧縮試験装置の制御盤

③静的歪み計測装置

④変位計等
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⑤クレーンのワイヤー

２）土質工学

①微動計関係のほぼすべて

②アナログデータ収録装置

３）都市防災、その他

①デジタイザー

②ワークステーション（サーバー）

③コピー機器

④デジタルカメラ

　なお、計算機関係（制御用、計測用、計算用パソコンを含む）については全体的に古くなっ

ており、現在、計算機等に要求される機能（ソフト等）に対応できない状態である。

　このように多くの研究機材は老朽化等による不具合が生じているが、本アフターケア協力に

より研究機材の機能の維持及び向上が図られた場合には、CISMIDの研究能力の維持、さらに

は向上を、必ずもたらすものと考えられる。

(3) アフターケア協力の枠組み

　CISMID及びUNIとの協議の結果をミニッツにまとめ、UNI学長及び上之薗団長が署名を取

り交わした。合意に至った本アフターケア協力の枠組みは以下のとおり。

１）協力分野：耐震構造、都市防災、土質工学

２）協力期間：2000年４月から2001年３月までの１年間

３）短期専門家派遣：各分野１名、計３名

４）機材供与：保守及び更新部品、約25万USドル

５）研修員受入：耐震構造分野２名、土質工学分野１名

(4) 総括

　約２年間にわたり日本側専門家不在という状況でセンタープロジェクトが終了したという特

殊事情があったことや、ペルー国経済が厳しい状態であったにもかかわらず、CISMIDはプロ

ジェクト終了後も各分野における研究や研修などを、独自の力で確実に実施してきた。さらに

CISMIDの研究者は、建築に関する基準を策定する委員会などにも参加して、研究活動の成果

をペルー国の地震防災のために確実に役立てるとともに、地震防災に関する主要研究機関とし

てペルー国内で認められてきている。また、1999年、組織改革を行いCISMID全体の運営をよ

り効率的に行えるような体制を整えた。結果として、CISMIDのスタッフには新しい研究意欲
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が感じられるとともに、その意欲はCISMIDの更なる発展に結びつくものと考えられる。

　しかしながら、日本・ペルー地震防災センタープロジェクトで供与された研究機材の多く

は、供与してから10年以上たっている。重要機材の機能をCISMIDの少ない予算で確保してい

くことは難しく、機能的にも現在の研究レベルに対して不十分なものとなってきているのが現

状である。本アフターケア協力により研究機材の機能の維持及び向上が図られた場合には、必

ずやCISMIDの研究能力の維持・向上をもたらし、さらにペルー国の地震防災のために役立つ

ものと期待される。
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３．ペルー国における地震防災対策の現状と３．ペルー国における地震防災対策の現状と３．ペルー国における地震防災対策の現状と３．ペルー国における地震防災対策の現状と３．ペルー国における地震防災対策の現状と
　日本・ペルー地震防災センターの役割　日本・ペルー地震防災センターの役割　日本・ペルー地震防災センターの役割　日本・ペルー地震防災センターの役割　日本・ペルー地震防災センターの役割

　我が国と同様地震国であるペルー国においては、地震防災対策が極めて重要な政策課題となっ

ている。ペルー国における地震防災対策全般については、国家防災庁（Defensa Civil）が所管し

ているが、日本・ペルー地震防災センター（CISMID）は、地震防災に関する研究機関として、同

庁の科学委員会のメンバーとなるなど、その活動に参加・貢献している。また、耐震基準を含む

ペルー国の建築基準は、運輸通信住宅建設省（Ministerio de Transportes, Comunicaciones,

Vivienda y Construcción）所管の建設産業教育庁（Servicio Nacional de Capacitación para la

Industria de la Construcción）に設けられた委員会により作成されているが、CISMIDに所属す

る研究者が、各委員会の主要メンバーとして、これまでのCISMIDの研究成果を活用しつつ、その

作成に貢献している。

　ペルー国における地震防災対策としては、1990年から2000年までの国連防災の10年（IDNDR）

を契機として、ペルー国政府及び地方公共団体により、ペルー国災害防止・軽減プログラムの策

定（1988年）が行われ、それに基づく地域別防災計画の策定（1989年～）、アドべ造住宅の耐震

性向上のための研究（1996年～）、小学生を対象とする防災教育プログラム（1993年～）等が実

施されているほか、1999年からは、国連開発計画（UNDP）の支援を得て、国内の10都市を対象

に、危険地域マップの作成や都市防災土地利用計画の作成、その実施のための法制度の整備等の

一連の対策を行う「持続可能都市の開発」プロジェクトがスタートしている。CISMID及び

CISMIDに所属する研究者は、上述のすべての防災対策の企画立案や実施に参加して、主要な役割

を果たしており、地震防災センタープロジェクト期間中、及びそれ以降に行ったCISMIDにおける

さまざまな研究成果が、それらの内容の中心的な部分として活用・反映されている。

　以上のように、CISMIDは、ペルー国を代表する研究機関として、同国の地震防災対策の推進に

極めて重要な役割を果たしている。



－8－

４．日本・ペルー地震防災センターの現状４．日本・ペルー地震防災センターの現状４．日本・ペルー地震防災センターの現状４．日本・ペルー地震防災センターの現状４．日本・ペルー地震防災センターの現状

４－１　当初技術協力の概要

(1) 協　力　期　間： 1986年６月26日～1991年６月25日

1991年６月26日～1993年６月25日延長

(2) 協　力　目　標： ぺルー国における地震防災上の科学技術を体系的に研究、開発及び改

善する。

(3) 協　力　分　野： 耐震構造、都市防災、土質工学及び応用地震学

(4) 協　力　活　動： 上記の分野における技術開発（基礎技術の移転、開発計画策定の指

導）、研修（コースの設立・実施）及び普及（セミナー、シンポジウ

ムの開催）等の事業に対する技術協力

(5) 先方実施機関： 教育省、国立工科大学（UNI）地震防災センター

(6) 所　　在　　地： リマ市リマック区

(7) 日本側協力機関： 建設省、建築研究所

４－２　実施運営体制

(1) 組織

　日本・ペルー地震防災センター（CISMID）はUNI学長下において、自治権を持つ独立した

組織としての地位を確立している。1999年７月に所長が交代したことにより、諮問委員会及び

学術委員会という２つの委員会が設置されたが、その他の組織についてはプロジェクト終了時

より特に変更はない（付属資料２.(2)組織図参照）。これらの新委員会は、センターの運営管

理強化と事業活動への効果的取組みを目的としており、今後のセンター活性化に向けて重要な

役割を果たしていくものと思われる。各々の機能は以下のとおり。

１）諮問委員会

　センター運営管理の強化及び向上のためCISMID所長に対し、運営管理分野に関する支援

や助言等を行う委員会。CISMIDの元所長陣によって構成され、彼らの知識と経験を十分に

生かし所長を補助していくことを目的としている。

２）学術研究委員会

　CISMIDの事業をセンター全体で効果的に実施していくため、毎年の研究課題を決定・検

討する際に助言を行う委員会。センターでの研究課題は、年に一度の選定会で研究員の出し

た計画案の中から選出された後、運営管理部にて研究費用の調達が行われる。メンバーは現

所長及び２名の副所長、元所長陣３名、そしてCISMIDの主要な研究員グループから構成さ

れている。
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(2) 予算措置状況

　CISMIDはプロジェクトが終了した1993年以降、センターの年間計画を実行するために受託

研究やセミナー等の実施により、独自の予算を確保してきた。会計システムは独立採算制を

採っており、政府予算から支払われているのは、UNI所属の教授の給与及びセンターの水道・

光熱費のみである。センターの収入は着実に伸びており、各研究室に対する新規機材の購入

等、独自の努力は見うけられるものの、外国製（日本製）大型機材のメンテナンスを実施する

までの余裕はまだない。

　CISMIDの実行予算配分の割合は、表4-1のとおりである。

表4-1　CISMID実行予算配分の割合

(3) 施設状況

　プロジェクト実施に向けペルー側が建設した施設は、多少の老朽化は見られるものの、研修

管理棟を中心に現在も十分に活用されている。雨が少ないことから建物上部の開口部を開放し

たままの設計となっていた構造実験棟では、山からの乾燥した砂埃及び塩分を含んだ霧などに

よる研究機材への影響が激しいため、なんらかの対応が必要である。オーディトリアムは、プ

ロジェクト終了の時点において１階柱の鉄筋組立て段階で工事が中断されていたが、大学側の

地道な努力の結果、現在は内装工事を残すのみとなっており、そのために必要な予算確保のた

めに最大限の努力を払っている。隣接する展示ホールについては、2000年度の予算で完成予定

である。

(4) 職員、カウンターパートの状況

　1993年のプロジェクト終了時には35名の教授及び研究員がプロジェクトカウンターパートと

して配置されていたが、1999年現在、在職のCISMIDスタッフ27名のうち、18名が協力期間中

のカウンターパートである。また、CISMIDを退職したカウンターパートの多くは、同様のも

しくは関連分野の職種に従事しており、依然としてCISMIDとは強い関係を保っている。

(5) 研究修了生の現状（修士コースの開設）

　プロジェクト終了の時点では、地震工学及び土質工学分野において上級コース（修士課程相

内　　訳
事　業　運　営　費

（研究・人件費、維持管理費等）

機材管理・購入費

（含む研究資材）
UNI納入費

割合（100％） 50％程度 41％程度 ９％
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当）が実施されており、その後も多数の大学院生がCISMIDにおいてセンター研究者の指導下

で研究や論文の執筆を行っている。それら修了生の進路についての追跡調査が実施されていな

いため、詳細は不明であるが、関係政府機関等に就職している者が多い。

　従来の上級コースはUNIとしてのものであったが、2000年からはCISMIDが独自で耐震工学

分野の大学院生向けコースを開設することが決定しており、今後は、以前にもまして、

CISMIDでの研究成果を活用しつつ社会に貢献するであろう学生の育成が可能となる。

４－３　供与機材の活用／維持管理状況

　以下では、主な供与機材の活用及び維持管理状況を関係分野別に示す。供与機材名とそれらの

状態等の詳細は、付属資料１．ミニッツ別添３のとおりである。

(1) 都市防災関係

１）画像処理用計算機関係

供与機材：パソコン６台、周辺機器等

活用状況：パソコン２台が稼働し、地図情報の処理に活用している。

管理状況：パソコン、周辺機器は故障または老朽化による機能不足により、使用できな

いものがある。

２）ビデオ関係

供与機材：モニター、ビデオ装置、ビデオカメラ等

活用状況：地震や水害の被害状況の把握・記録に活用している。

管理状況：一部の機器が故障しているが、大部分は使用できる状態である。

３）測量機器関係

供与機材：製図機器、傾斜計等

活用状況：地震や水害の被害調査に活用している。

管理状況：一部の機器を除き、ほぼ正常に使用できる状態にある。

(2) 耐震構造関係

１）スタティックジャッキ関係

供与機材：ジャッキ（100トン１台、50トン２台、20トン２台）、油圧ポンプ、油圧ホー

ス等

活用状況：構造試験体の加力実験によく使用されている。

管理状況：おおむね良好に稼働している。ただし油圧ポンプ内の油が不足している。



－11－

２）アクチュエータ関係

供与機材：アクチュエータ４台、コントローラー４台、制御用パソコン、油圧源、油圧

ホース、制御ケーブル、無停電装置等

活用状況：構造試験体の加力実験によく使用されている。

管理状況：アクチュエータ２台（４台中）及びコントローラー１台（４台中）が稼働し

ていない。制御用パソコンはおおむね良好に稼働しているが古くなってきて

おり、新しい周辺機器やソフトとの連携が難しくなってきている。油圧源は

稼働しているが、油やフィルターの予備がなく、ここ２年間は交換されてい

ない。制御ケーブルは一部破損している。停電装置は、蓄電池の交換が行わ

れておらず、停電時の電圧保持時間が５分程度と極端に短くなっている。そ

の他は、おおむね良好に稼働している。

３）計測関係

供与機材：静的計測装置、動的計測装置、計測用パソコン、変位計等

活用状況：構造試験体の挙動計測によく使用されている。

管理状況：静的計測装置及び動的計測装置は使用可能であるが、一部動かない機能があ

る。計測用パソコンはおおむね良好に稼働しているが古くなってきており、

新しい周辺機器やソフトとの連携が難しくなってきている。変位計は破損し

ているものがある。

４）引張・圧縮試験装置関係

供与機材： 50トン引張・圧縮試験装置、300トン圧縮試験装置等

活用状況：引張・圧縮試験装置は使用されていない。

管理状況：引張・圧縮試験装置は制御盤の不調で使用できない状態にある。

５）振動試験関係　

供与機材：振動台、起振機（中小２台）、微動計等

活用状況：模型試験体の振動実験に使用されている。

管理状況：振動台は、零点がずれているが使用可能である。起振機（中小２台）及び微

動計は使用可能である。

６）その他　　　

供与機材：クレーン、フォークリフト、鉄筋カッター、コンクリートカッター、鉄骨加

力治具等

活用状況：構造実験棟での試験・実験の準備等によく使用されている。

管理状況：クレーンのワイヤーに、錆発生及び変形がみられる。フォークリフト、鉄筋

カッター、コンクリートカッター、鉄骨加力治具等は使用可能である。
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(3) 土質工学関係

１）強震観測関係

供与機材：強震計10セット、データ収録装置等

活用状況：強震記録が得られている。

管理状況：強震計は稼働している。データ収録装置は老朽化しているが、現在、使用可

能である。

２）微動計関係

供与機材：微動計６×２セット、データ収録装置、解析装置等

活用状況：故障しているため現在使用していない。

管理状況：微動計６×２セット、データ収録装置、解析装置はほとんど故障しており、

使用できない状態である。

３）圧縮試験装置関係

供与機材：振動三軸試験装置、SK三軸試験装置、軽量一軸圧縮試験装置付属機器等

活用状況：土質試験に活用している。

管理状況：ほぼ正常に使用できる状態にある。

４）現場調査関係

供与機材：ボーリング機材、弾性波探査装置等

活用状況：現場調査に活用している。

管理状況：ほぼ正常に使用できる状態にある。

５）その他

供与機材：小型試験機器、工具等

活用状況：試験・調査に活用している。

管理状況：ほぼ正常に使用できる状態にある。

(4) 計算機センター関係

１）メインコンピューター関係

供与機材： IBMミニコン、グラフィック機器等

活用状況：故障しており、使用していない。新規のSUNワークステーションをサーバー

として使っている。

管理状況：ミニコンは、使用できる状態にない。周辺機器は故障はしていないと思われ

るが、新しいコンピューター（新しいOS）に対応できない。新規のSUNワー

クステーションサーバーを導入している。
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２）ソフトウェア関係

供与機材：科学計算パッケージ、構造解析ソフト、CADソフト、地盤解析ソフト等

活用状況：ミニコン用のソフトは使用できない。

管理状況：ミニコン用のソフトは使用できない。その他のソフトも古いOS用であり使用

できない。

(5) その他

供与機材：事務機器、研修用機器等

活用状況：一般事務、研修等に使用している。

管理状況：老朽化しているが、使用している。

４－４　センター事業内容の現状（技術開発、研修、普及活動等）

　センタープロジェクト終了後もCISMIDは、ペルー国の厳しい経済状態にもかかわらず、供与機

材を活用しつつ、カウンターパートが中心となって積極的に研究開発活動を行うとともに、その

成果の普及や、研修のための活動も精力的に実施している。CISMIDから提出された資料によれ

ば、プロジェクトが終了した1993年以降の分野別の活動状況は、以下のとおりである。

(1) 耐震構造分野

１）「水平力を受ける組積造耐震壁の挙動解析」、「２階建組積造建築物の水平加力実験」、

「ペルー国の14病院の耐震性能に関する研究」をはじめ、計13の研究開発活動を行ってい

る。

２）研修活動としては、計４回の公開セミナーを実施したほか、現在、リマ工科大学におい

て、CISMIDの研究者が年間６の耐震構造関係講座を担当している。

３）計26の論文等の発行を行っている。

４）計36の受託研究やコンサルティング業務を行っている（うち14は公的機関からの受託）。

５）現在、11の技術基準策定等の委員会に参加している。

(2) 都市防災分野

１）「ペルー国災害被害軽減プログラムの策定」、「トルヒーヨ市における防災のためのマイ

クロゾーネーションの実施」、「チンボテ市における1997年津波被害の推定」をはじめ、計

16の研究開発活動を行っている。

２）研修活動としては、計４回の公開セミナーを実施しているほか、現在、リマ工科大学にお

いて、CISMIDの研究者が年間３の耐震関係講座を担当している。
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３）計15の論文等の発行を行っている。

４）計９の受託研究やコンサルティング業務を行っている（うち５は公的機関からの受託）。

５）現在、７の技術基準策定等の委員会に参加している。

(3) 土質工学分野

１）「ペルー国における地震危険度の推定」、「土質構造のコンピューター解析」、「イカ市

の地震・洪水に関するマイクロゾーネーションの実施」をはじめ、計16の研究開発活動を

行っている。

２）研修活動としては、計４回の公開セミナーを実施したほか、現在、リマ工科大学におい

て、CISMIDの研究者が年間30の耐震関係講座を担当している。

３）計９の論文等の発行を行っている。

４）計145の受託研究やコンサルティング業務を行っている（うち90は公的機関からの受

託）。

５）現在、７の技術基準策定等の委員会に参加している。

　また、今後の活動計画についても、各分野での研究開発を引き続き展開するほか、2000年より

新たに大学院生向けの耐震工学に関する教育コースを設置し（正式に決定済み）、また、日本か

らの協力による新たな第三国研修の実施を計画するなど、研修や研究成果の普及にも積極的に取

り組むこととしている。

４－５　ペルー側の見解

　ペルー側関係者はCISMIDの現状について、以下のような見解を表明している。

(1) 首相府国際技術協力局（SECTI）ファハルド局長

　世界各地で地震被害に見舞われている昨今、地震国ペルーにおいても地震科学の研究及び防

災対策の更なる強化が急務となっており、その中核となる研究センターとしてのCISMIDに対

する評価は高い。政府関係機関からは、CISMIDに対し古い建築物の修復方法や中高層建築の

構造規定など、耐震構造分野を中心にさまざまなアドバイスが求められており、建築基準を策

定する委員会などのほとんどにCISMIDの専門家がアドバイザーとして参加している。また今

後は、同センターを中心に防災研究に係るネットワークの構築が期待されている。

(2) 国立工科大学（UNI）ゴンザレス学長

　CISMIDは、計７年間のプロジェクトによる機材設備の充実及び研究調査等の成果を基に、
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現在はUNIの中において独立した研究センターとして活動しており、その運営管理もCISMID

独自で行っている。UNIの学生は、CISMIDの教授の協力を得、同センターのラボ、図書館、

データを利用しながらの論文作成が可能となっており、また、2000年には耐震工学分野におい

て２年間の修士課程研究コースの設置が決定している。活動範囲は建築関係のみならず、他の

地震防災分野にも広がっており、政府機関や民間企業からの受託研究やコンサルタントの依頼

も増加するなど、同センターはUNI内外にとっても重要な防災研究センターとなっている。

(3) 日本・ペルー地震防災センター（CISMID）サバラ所長

　CISMIDは、協力延長期間中に起こったワラルのテロ事件による専門家の緊急帰国後もプロ

ジェクト方式技術協力の成果を駆使し、政府機関や民間企業からの受託研究やコンサルタント

サービス等を実施しながら、センターの運営を維持してきた。研修活動は、第三国研修やUNI

の学生たちへの授業等を通じて行われてきたが、研究開発については予算の都合などにより、

センターとして必ずしも満足のいく研究が行われてきたわけではない。現在の最大の問題は、

センターの運営資金では大型機材のメンテナンスが難しく、それにより必要な研究開発に支障

が出ていることである。
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５．アフターケア協力の基本計画５．アフターケア協力の基本計画５．アフターケア協力の基本計画５．アフターケア協力の基本計画５．アフターケア協力の基本計画

　プロジェクトの成果及びその後のセンターの活動状況から判断して、日本・ペルー地震防災セ

ンター（CISMID）側は今回のアフターケア協力の成果を十分生かし、更なる自立発展を可能にす

るものと予想される。また、専門家不在で実施されたフォローアップ期間の協力体制を考慮し、

本調査団は通常どおりのアフターケア協力の枠組み（専門家派遣または機材供与）に加え、

CISMID側から強い要望のあったその他の協力（研修員の受入れ及び修理技師派遣）についても協

議を行い、以下のとおりの協力を行うことで合意した。

５－１　本アフターケア協力の枠組み

(1) 協力期間：2000年４月１日から2001年３月31日までの１年間

(2) 協力内容

１）協力分野：耐震構造、都市防災、土質工学

２）短期専門家派遣：各分野１名、計３名

①組積造（メーソンリー）実験（耐震構造分野）

②都市計画とエキスパートシステム（都市防災分野）

③マイクロゾーネーションと相互作用（土質工学分野）

３）機材供与：プロジェクトで供与した機材に対する更新及びスペアパーツ約25万USドル

(3) その他の協力

１）研修員の受入れ：耐震構造分野２名、土質工学分野１名、計３名

①材料実験と建築（耐震構造分野）

②構造物振動制御システム（耐震構造分野）

③マイクロゾーネーション（土質工学分野）

２）機材修理技師の派遣

　CISMIDからの要請には、短期専門家として機材修理技師の派遣１名が含まれていた。調

査の結果、故障機材は耐震構造実験分野の主要機材であるため、修理の必要性が認められた

ものの、ペルー国内の技師では対応不可能であり、かつアフターケア協力枠では対応が困難

であるため、ペルー側には帰国後関係各方面との調整を試みる旨説明した。これについては

帰国後本邦にて検討の末、地域部準備室フォローアップグループで対応することとし、

CISMIDには別途本件に係る「修理技師派遣申請」をペルー事務所を通じて提出するよう求

めた。
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　なお、短期専門家の派遣期間・時期及び研修員の受入れ期間については、今後のペルー国

の治安状況を見ながらの対応が必要であるため、本調査団では設定しないこととした。

　また、各要請フォーム（Ａ１、Ａ２Ａ３、Ａ４）については、2000年１月末までに日本側

に提出するようペルー側に説明し、先方の了解を得た。

５－２　機材供与計画

　アフターケア協力に対してCISMID側から要望された機材のうち、関係分野別の主要機材は以下

のとおり。供与機材名とそれらの目的は、付属資料１．ミニッツ別添６に示す。最終的な供与機

材は、アフターケア協力の予算（約25万USドル）の範囲内での決定となるが、CISMID側は今後の

機材保守管理の便宜性から、ペルー国内で調達可能な機材については現地調達を希望しており、

その可能性を調査することとなった。結果によっては本邦、現地調達申請機材の内訳が多少変更

することがある。

(1) 都市防災関係

　デジタイザー、GISシステム、カラープリンター、パソコン等

(2) 耐震構造関係

　ワークステーション、加力計測制御用パソコン、アクチュエータ用保守部品、クレーン用ワ

イヤー、計測装置、計測機器（変位計、荷重計、歪み計等）、超音波探査機、無停電用バッテ

リー等

(3) 土質工学関係

　フーリエ解析機、地盤探査機、微動計装置、強震データ収録装置、直接せん断装置、加速度

観測装置等

(4) 計算機センター関係

　パソコン、ワークステーション、ワークステーション用言語、構造解析ソフト等

(5) その他

　コピー機、プリンター、パソコン用プロジェクター、デジタルカメラ等
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５－３　今後の課題

(1) 本アフターケア協力実施上の課題

１）2000年４月に次期大統領選挙が予定されているため、本協力実施時期に関しては、国内の

状況が回復するであろう６、７月以降を前提にペルー事務所と調整の上決定する。

２）耐震構造分野の短期専門家派遣については、別スキーム対応の機材修理終了後の派遣が望

ましい。

(2) 第三国研修の実施

　現在CISMIDは、2000年より実施予定の第三国研修の準備を進めている。これまでもプロ

ジェクト方式技術協力により移転された技術の普及を図るため、周辺国に対し地震工学及び耐

震構造に焦点をあてた10回にわたる第三国研修を実施してきたが、その結果、中南米における

地震防災技術の中核機関としての評価が定着しただけでなく、近年ペルー沖で被害をもたらし

てきたエルニーニョに対する独自の研究による防災技術の講議にも高い評価を受けるに至っ

た。これらの成果を踏まえ、CISMIDとしては、今後、地震防災のみならず周辺国のニーズと

ペルー国独自の研究がうまく合致した内容の研修を実施することが可能となりつつある。

　自然災害のメカニズムの理解と防災計画立案に焦点をおいた今回の研修は、各年度のテーマ

に従い実施されることになっており、５年間のテーマ案は以下のとおりである。

　2000年：貧困地域における基礎建築物の脆弱性軽減

　2001年：エルニーニョの環境への影響

　2002年：環境保護のためのマイクロゾーニング

　2003年：投資プロジェクト形成における危険情報の活用

　2004年：環境保護のための自然災害情報のシステム化と自然災害予測
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